
■ 支給対象者

令和６年12月13日時点で、小城市に住民登録があり、

令和６年度の住民税が非課税の世帯のうち、18歳以下（平成18年４月２日以降

生まれ）の児童を扶養している世帯

※令和６年12月13日以降に生まれた新生児や、別居している児童を扶養している場合は、別途、

申請により支給対象となる場合があります。

※●住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯、●租税条約による住民税の免除を

届け出ている人を含む世帯、●他市町村で本給付金を支給された世帯は支給対象外です。

■ 提出期限

令和６年度小城市物価高騰対策給付金
（子ども加算）のご案内

●住民税非課税世帯の 児童１人あたり２万円を支給します。

●給付金を受給するためには、手続きが必要です。

！

■ 手続方法

【確認書が届いた世帯】
●給付金を受け取るには「確認書」の提出が必要です。

●支給要件を確認し、必要事項を記載し、返送してください。

●必要に応じて、添付書類（本人確認書類の写し、口座確認書類）を添付してください。

●確認書に記載された二次元コードを読み取り、オンライン（LINE）で申請も可能です。

※オンラインでの申請には、マイナンバーカード及びマイナンバーカードを読み取れるスマートフォン

が必要です。オンライン申請する場合は、確認書に記載の二次元コードを読み取って手続きください。

※オンライン申請された方は、確認書の返送は不要です。

【申請書が届いた世帯】
令和６年１月２日以降に小城市に転入した世帯や、世帯の中に未申告の人がいる場合など、

市で税情報が確認できない世帯には「申請書」を発送します。

令和６年12月13日時点で別居しているが、扶養している児童がいる世帯や、基準日以降に

小城市外へ転出し、その後出生した新生児がいるなど、一部の世帯は「申請書」が発送されま

せん。対象となると思われる方は、お問い合わせください。

●給付金を受け取るには、「申請書」の提出が必要です。

●世帯全員の課税状況を確認し、支給の対象になるか確認していただく必要があります。

（※住民税が未申告の方は、申告をしていただく必要があります。）

●申請書に必要事項を記入し、添付書類（本人確認書類の写し・口座確認書類の写し・令和

６年１月１日時点でお住まいだった自治体が発行する「令和6年度住民税課税証明書又は

住民税非課税証明書（※世帯全員分）」と一緒に提出してください。

令和７年７月３１日(木)（必着）
(基準日以降に生まれた新生児については、令和７年８月14日まで)

問い合わせ先

小城市役所 社会福祉課 保護係 ：0952－37－6107
（受付 8:30～17:15 ※土、日、祝日を除く）

※提出期限までに返送（申請）がない場合、本給付金の支給を辞退したものとみなします。


